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誌面でふりかえる
『核兵器・核実験モニター』

1995.7.15～2019.12.15

1
創刊
95年7月15日
包括的核実験禁止条約（CTBT）の締結に向けた交渉が進行するなか、6 月13 日に
フランスが核実験再開を発表。「核実験をなくすための核実験」と謳うフランス政府
の主張に対し、本誌は具体的な反論を展開。また、95 年のNPT 再検討・延長会議の
際にニューヨークに集結した世界各国のNGO による、2000 年までに核廃絶を求
めるとした「アボリション2000」発足声明を掲載し、賛同を呼びかける。

非核兵器地帯図説
12・13 号（96 年1 月15 日）
世界の非核地帯の現状を詳細なデータで
示した図説が登場。

12-13

「図説・地球上の核弾頭全データ」
49・50号（97年8月1日）
この年に初めて登場、その後毎年アップデートされ
ている。他のメディアから引用されることも多い貴
重なデータの一つ。

49-50
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161
核軍縮：日本の成績表
161 号（02 年4 月15 日）
2000 年再検討会議で合意された13 項目の実際的措置を中心に、日
本に関連の深い2 項目を加えた「13+2」項目に対する日本政府の履
行努力を評価する「核軍縮: 日本の成績表」プロジェクトを紹介。

紙面を一新
200号（03年12月15日）

200号を機に紙面を一新。核廃絶に向けた努力を継続するとともに、「軍事に
よらない安全保障体制」構築の立場から、東北アジア地域安全保障問題につ
いての情報・調査・分析・提言を行っていく方針をいっそう明確にした。

200

日朝平壌宣言が結ばれる
172 号（02 年10 月1 日）
2002 年9 月17 日、日朝平壌宣言を結んだ。資料に、宣言の安全保
障にかかわる部分を抜粋した。北朝鮮が参加する安全保障に関する
枠組みや北朝鮮の核関連の年表をまとめた。

172

100
100号に到達
100 号（99 年10 月1 日）
第100 号記念特集として、「東京フォーラム」のアセスメントを行った。
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創刊10周年
238 号（05 年7 月15 日）
節目の創刊10 周年に、100 人を超える皆さんか
ら励ましのメッセージが寄せられた。

238

北東アジア＊非核兵器地帯条約
モデル条約案
209・10 号（04 年5 月15 日）
日韓市民が協力して作成したモデル『東北アジア非核兵器地帯条約』
案を付録として添付。東北アジア非核地帯の実現に向けた市民や専
門家による討論の「たたき台」として活用されていくことを期待。
第XX 号に改訂版を掲載。　　　　＊当時は「東北アジア」と呼んでいた。

209-10

ペルシャ湾での違法な給油活動を暴露
288 号（07 年9 月15 日）

イラク戦争前夜、自衛対の補給艦が「対テロ特措法」に違反して、キティ
ホークなどの米艦に給油していた実態が、航海日誌などから判明。調査活
動は国会での追究にも貢献した。

288

矛盾山積の「米軍再編」
217 号（04 年9 月1 日）
04 年８月の沖縄国際大学への米軍ヘリ墜落事故で、「日米地位協定」の矛
盾が噴出する中、日米政府は「米軍再編」を強行してゆく。「モニター」は03
年以来、断続的にこの問題を追跡した、

217
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国連総会決議・投票結果
367-8 号（11 年1 月15 日）
国連総会で採択された軍縮・安全保障関係
決議の各国の投票行動を、一覧表にまとめ
ている。各国の姿勢の変化を追跡する「定
点観測」記事として、毎年1 月に定例的に掲
載し、活用されている。

367-8

354
2010NPT再検討会議
354 号（10 年6 月15 日）

「オバマビジョン」を前に進めるには程遠いものだったが、「核兵器禁止条
約」などについては見るべき成果もあった。ピースデポは「最終文書」の訳
をブックレット化、運動の中で今も活用されている。

351-2
米ロ新START署名

351-2号（10年5月15日）
09 年に登場した米オバマ政権の公約達成の第１歩。「モニター」は同政権
の核軍縮政策を注意深くフォロー、分析している。同条約批准には、米議会
から重い条件が課せられた。

299-300
米国、ミサイル防衛技術で衛星を破壊
299-300 号（08 年3 月15 日）
08 年2 月20 日、米国防総省は、太平洋上の米イージス艦からスタンダー
ド・ミサイル（SM3）を発射し、制御不能となった偵察衛星を撃墜した。宇
宙における兵器配備について、中止すべきだと指摘した。
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373-4
375

福島事態から核抑止批判へ
373-4 号（11 年4 月15 日）、375 号（同5 月1 日）
福島原発事故の甚大な核被害は、「核抑止力」の本性を如実に
語った。この重大災害を核兵器廃絶の観点から掘り下げた。

449-50
自治体首長543 名の署名を国連事務
総長に届ける
第449-50 号（2014 年6 月15 日）
14 年4 月、15 年NPT 再検討会議第3 回準備委員会が開催されて
いる国連本部（ニューヨーク）において、長崎・広島市長が北東アジ
ア非核兵器地帯の設立を支持する543 名の自治体首長署名を国連
事務総長へ提出した。

399-400
北朝鮮が衛星を打ち上げる
399-400 号（12 年5 月15 日）
4 月13 日、北朝鮮が衛星を発射。国連安保理は、非難の議長声明を発表。一連の
応酬は、2 月29 日の米朝合意で見え始めた光明をかき消すだけでなく、6 か国
協議などを通して積み重ねられてきた信頼醸成の枠組み全体を大きく後退さ
せる可能性があると指摘した。
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489,490-1
制裁よりも非核兵器地帯の協議を
489 号（16 年2 月1 日）、490-1 号（3 月1 日）
北朝鮮の相次ぐ核・ミサイル実験と国連制裁決議。この負のスパイラルから脱するた
めに、「北東アジア非核兵器地帯」を協議することの緊急性が高まっている。ピースデ
ポは宗教者の支持署名キャンペーンを事務局として支援している。

462,463-4
非人道性の認識から法的枠組みへ
462 号（14 年12 月15 日）、463-4 号（15 年1 月15 日）

「ウィーン会議」で、世界的な核兵器の非人道性への認識は
いっそう深化した。今こそ禁止のための法的プロセスを開始
する時だとの主張を継続した。

476-7
イラン核交渉で合意
476-7 号（15 年8 月1 日）
核疑惑発覚以来、本誌上でフォローしてきたイランの核開発問題の交渉が合意に
いたった。イランは核兵器プログラムを放棄し、民生活動を査察を受けながら継
続する。10 年以上の平和的交渉の成果である。

493
ジュネーブで国連OEWG

493 号（16 年4 月1 日）
核兵器廃絶のための具体的法的措置を協議する公開作業部会

（OEWG）が2 月から8 月まで開催され、ピースデポは、作業文
書の提出、スタッフの派遣（２次）など積極的に関与している。
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499-500
第499-500 号（2016 年7 月15 日）
で500 号到達。ご愛読、ご声援、ご支援に感謝します。

核兵器禁止条約が採択
525 号（17 年8 月1 日）
17 年7 月7 日、核兵器禁止条約が採択されたこと
について報告。条約への日本の姿勢を非難した。

525

546-7
史上初の米朝首脳会談
546-7 号（18 年7 月1 日）
18 年6 月12 日、シンガポールにおいて、史上初の米朝首脳会談
が開かれ、「米朝共同声明」が発表された。北東アジアの新たな秩
序形成への大きな一歩であり、非核兵器地帯構想実現に向け新し
い局面であるとした。

504
創刊500号記念特集号
504 号（16 年9 月15 日）
1995 年7 月15 日に発行された「核兵器・核実験モニター」が500 号を迎え
たのに合わせ、松井広島市長や田上長崎市長など、各界の約90 人の方々から寄
せていただいたメッセージを掲載した。創刊号から500 号までの紙面の振り
返りも掲載した。
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556
非核化合意履行・監視プロジェクト発足
556 号（18 年11 月15 日）
ピースデポは、朝鮮半島の非核化と平和構築に向けた南北・米朝首脳会談での合意が
誠実に履行されるには、市民が果たすべき役割も極めて大きいと考え、「朝鮮半島非核
化合意の公正な履行に関する市民の監視活動」（略称：非核化合意履行・監視プロジェ
クト）を立ち上げた。

582
ローマ教皇、38年ぶりに訪日
582 号（19 年12 月15 日）
19 年11 月23 日～26 日、ローマ教皇フランシスコが長崎、広
島、東京で平和の思いを込めたスピーチ。教皇として初めて核兵
器の保有そのものを否定。

577
ピースデポが国連総会を前に外務省に要請

577 号（19 年10 月1 日）
2020 年NPT 再検討会議前の最後となる国連総会第一委員会が開催されるが、
核兵器国は核軍縮に逆行する姿勢を示している。2020 年NPT 再検討会議へ向
けて何が問われているのか、及びその前の国連総会の意義について論じた。

559-60
防衛大綱と中期防
559-60 号（19 年1 月15 日）
トップページへのカラー写真の掲載を開始。18 年12 月18 日、安
倍政権は新防衛大綱と中期防を閣議決定した。政策上は専守防衛の
継続を唱えながら、護衛艦「いずも」の空母化など、装備先行で専守
防衛を突破しようとする政府の姿勢を批判した。


